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空港別収支の公表にあたって

１

対象空港は、国管理18空港（コンセッション空港を除く。）。

空港別収支では、
「航空系事業」 と 「航空系事業＋非航空系事業」 について、
それぞれの 収支（損益）及び EBITDA を公表。

（参考）空港別収支のEBITDAについて
EBITDA：Earnings Before Interest,Taxes,Depreciation and    
Amortization（利払前税引前償却前営業利益）とは、

• 1年間の営業を通じて得られるキャッシュフロー（実質的な利益水準）を表す、投資家等
が企業分析をする際によく使用されるもののひとつであり、平成23年度に開催された
「空港運営のあり方に関する検討会」において経営状態を適切に把握するための資料と
して提案された指標。

• 平成22年度分の空港別収支から 「空港運営のあり方に関する検討会」資料のフォロー
アップとして、継続的に毎年度公表。

算出式は、
≒ 経常損益＋支払利息＋減価償却費 （※）

（※）航空系事業に係る計算にあたっては、空港整備に係る経費を費用に計上するとともに、純粋一般
財源も含めた一般会計受入を収益に計上した経常損益を使用。ただし、空港経営の一体化等を
見据えた指標として、管理者が国であることに由来しての営業外収益「地方公共団体工事負担金
収入」と「一般会計受入」を減算する。

【算出例（鹿児島空港の例）】

航空系事業
（空港整備に係る経費を費用に計上するとともに、純粋一般財源も含めた一般会計受入を収益に

計上した経常損益を使用。）

経常損益 △1,029 （単位：百万円）

減価償却費 770
支払利息 0

地方公共団体工事負担金収入 107
一般会計受入 44  

航空系事業のEBITDA △410

非航空系事業のEBITDA「経常損益＋支払利息＋減価償却費」：892

「航空系事業＋非航空系事業」 のEBITDA
△410   ＋ 892   ＝ 482

減算

加算

※千歳飛行場（共用空港）は当該年度中の民航利用がなかったため、
対象空港としていない。

国管理空港では、
滑走路等（航空系事業）は国が管理運営し、
旅客ターミナル等（非航空系事業）は民間が管理運営。



〈営業損益〉
令和５年度の営業損失は、対前年度比にて261

億円の縮小（ △ 509億円→△248億円）。

なお、対令和元年度比では132億円増加
（ △380億円→△ 248億円）。

〈経常損益〉
一般会計受入額などの営業外収益を加えた経常

損失は、対前年度比にて301億円の縮小（△ 463
億円→△162億円）。

なお、対令和元年度比では△282億円
（ 120億円→△162億円）。

航空系事業は、個人旅行再開等の水際措置の緩和
がされて以降、急速なインバウンド需要の回復・増大が
進んだことによる国際線の着陸回数の増加（国際
線：2.5万回→6.1万回）により、着陸料収入等が
増加し、前年度と比べ損失は縮小の傾向となった。

航空系事業の収支（損益）の概要

令和５年度の営業損益及び経常損益について

２注：各年度の合計値は今年度の試算対象である18空港の数値を合算したもの。

単位：百万円
国管理全体 対前年度比

元年度 11,970 -
2年度 △ 98,571  (△110,541)
3年度 △ 28,020 (70,551)
4年度 △ 46,327  (△18,306)
5年度 △ 16,157 (30,169)

単位：百万円
国管理全体 対前年度比

元年度 △ 38,048 -
2年度 △ 108,371  (△70,324)
3年度 △ 41,972 (66,399)
4年度 △ 50,912  (△8,940)
5年度 △ 24,779 (26,133)



〈営業損益〉
令和５年度の営業利益（※）は、対前年度比に

て400億円の増加（32億円→432億円）。

なお、対令和元年度比では207億円の増加
（ 225億円→432億円）。

〈経常損益〉
令和５年度の経常利益（※）は、対前年度比に

て409億円の増加（ 0.5億円→410億円）。

なお、対令和元年度比では214億円の増加
（ 196億円→410億円）。

航空需要の回復の影響で旅客数が回復（97百万人
→125百万人）したことにより売上高が増加し、前年
度と比べ収益は拡大の傾向となった。

各事業者の事業報告による主な要因は以下のとおり。

（東京国際・那覇）
東京国際空港では国際線の各入居事業者への賃料の減免措置を終

了した。一方、那覇空港では減免措置を継続しているものの、両空港とも
に乗降客数の増加及び入居テナントの増加に伴う収益増加等によって、
売上高が増加し、損益は回復の傾向となった。

３

非航空系事業の収支（損益）の概要

※ 非航空系事業の収支（損益）：空港関連事業（旅客、貨物ターミナルビル事業者及び駐車場事業者）の損益について単純合算したもの。

令和５年度の営業損益及び経常損益について

注：各年度の合計値は今年度の試算対象である18空港の数値を合算したもの。

単位：百万円
国管理全体 対前年度比

元年度 22,521 -
2年度 △ 49,407  (△71,928)
3年度 △ 30,180 (19,227)
4年度 3,170 (33,350)
5年度 43,239 (40,070)

単位：百万円
国管理全体 対前年度比

元年度 19,563 -
2年度 △ 51,981  (△71,544)
3年度 △ 34,351 (17,630)
4年度 54 (34,405)
5年度 40,965 (40,911)



EBITDA（利払前税引前償却前営業利益）の推移について

４

※「EBITDA：Earnings Before Interest,Taxes,Depreciation
and Amortization（利払前税引前償却前営業利益）
≒経常損益＋支払利息＋減価償却費」。

各空港が1年間の営業を通じて得られるキャッシュフロー（実質的な利益水
準）を表す指標であり、投資家等が企業分析をする際によく使用されるもの
のひとつ。

平成23年度に開催された「空港運営のあり方に関する検討会」において経営
状態を適切に把握するための資料として提案された指標。

注：各年度の合計値は今年度の試算対象である18空港の数値を合算したもの。

単位：百万円
国管理全体 対前年度比

元年度 55,265 -
2年度 △ 9,223  (△64,488)
3年度 9,758 (18,981)
4年度 42,294 (32,536)
5年度 82,354 (40,060)

単位：百万円
国管理全体 対前年度比

元年度 9,241 -
2年度 △ 57,623  (△66,864)
3年度 9,065 (66,689)
4年度 △ 1,629  (△10,694)
5年度 27,672 (29,300)

単位：百万円
国管理全体 対前年度比

元年度 64,506 -
2年度 △ 66,846  (△131,352)
3年度 18,824 (85,670)
4年度 40,665 (21,842)
5年度 110,025 (69,360)



航空系事業の収支（損益）について＜対前年度比＞

※空港整備に係る経費を費用に計上するとともに、純粋一般財源も含めた一般会計受入を収益に計上した損益。 単位：百万円
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令和5年度 対前年度比 令和5年度 対前年度比 令和5年度 対前年度比 令和5年度 対前年度比
東京国際 79,916 (22,637) 74,090 (525) 5,826 (22,113) 8,608 (24,772)
那　覇 4,147 (705) 17,192 (△2,168) △13,045 (2,873) △12,004 (3,485)
新　潟 303 (△25) 2,265 (△1,581) △1,961 (1,556) △1,615 (559)
松　山 667 (121) 1,794 (△331) △1,126 (452) △787 (361)
高　知 351 (56) 2,125 (1,039) △1,774 (△984) △1,403 (△634)

北 九 州 540 (152) 1,899 (△17) △1,360 (169) △864 (528)
長　崎 685 (16) 2,880 (816) △2,196 (△799) △1,004 (128)
大　分 432 (47) 2,307 (△152) △1,875 (199) △1,322 (497)
宮　崎 728 (67) 3,489 (1,233) △2,761 (△1,166) △1,966 (△927)

鹿 児 島 1,123 (218) 2,303 (△606) △1,180 (824) △1,029 (436)
八　尾 131 (△4) 937 (14) △806 (△18) △679 (7)
丘　珠 45 (13) 566 (42) △521 (△30) △494 (△7)
小　松 445 (38) 815 (△799) △370 (837) △196 (803)
美　保 145 (54) 663 (105) △519 (△51) △359 (△23)
徳　島 364 (40) 650 (△42) △285 (82) △238 (93)
三　沢 77 (10) 392 (△31) △315 (41) △303 (52)
百　里 141 (36) 350 (6) △208 (30) △204 (35)
岩　国 112 (33) 413 (28) △302 (4) △299 (5)
合　計 90,352 (24,214) 115,131 (△1,919) △24,779 (26,133) △16,157 (30,169)

営業収益 営業費用 営業損益 経常損益



航空系事業の収支（損益）について＜対令和元年度比＞

※空港整備に係る経費を費用に計上するとともに、純粋一般財源も含めた一般会計受入を収益に計上した損益。 単位：百万円

6

令和5年度 対令和元年度比 令和5年度 対令和元年度比 令和5年度 対令和元年度比 令和5年度 対令和元年度比
東京国際 79,916 (178) 74,090 (△19,453) 5,826 (19,631) 8,608 (△6,438)
那　覇 4,147 (△1,302) 17,192 (△603) △13,045 (△699) △12,004 (△15,059)
新　潟 303 (△113) 2,265 (△544) △1,961 (431) △1,615 (55)
松　山 667 (△248) 1,794 (279) △1,126 (△527) △787 (△492)
高　知 351 (△103) 2,125 (1,100) △1,774 (△1,203) △1,403 (△896)

北 九 州 540 (△67) 1,899 (192) △1,360 (△259) △864 (90)
長　崎 685 (△312) 2,880 (11) △2,196 (△323) △1,004 (32)
大　分 432 (△113) 2,307 (174) △1,875 (△287) △1,322 (△1,487)
宮　崎 728 (△228) 3,489 (1,211) △2,761 (△1,439) △1,966 (△1,695)

鹿 児 島 1,123 (△438) 2,303 (△72) △1,180 (△366) △1,029 (△796)
八　尾 131 (8) 937 (627) △806 (△618) △679 (△639)
丘　珠 45 (7) 566 (123) △521 (△116) △494 (△95)
小　松 445 (△270) 815 (55) △370 (△325) △196 (△237)
美　保 145 (△60) 663 (335) △519 (△395) △359 (△251)
徳　島 364 (△95) 650 (75) △285 (△170) △238 (△168)
三　沢 77 (△1) 392 (△46) △315 (45) △303 (57)
百　里 141 (△54) 350 (13) △208 (△68) △204 (△67)
岩　国 112 (△23) 413 (20) △302 (△43) △299 (△43)
合　計 90,352 (△3,235) 115,131 (△16,503) △24,779 (13,268) △16,157 (△28,127)

営業収益 営業費用 営業損益 経常損益



「航空系事業＋非航空系事業」の収支（損益）について
単位：百万円
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営業収益 営業費用 営業損益 経常損益 売上高 営業費用 営業損益 経常損益 営業収益 営業費用 営業損益 経常損益

東京国際 79,916 74,090 5,826 8,608 東京国際 261,804 226,802 35,002 32,260 東京国際 341,719 300,891 40,828 40,868

那　覇 4,147 17,192 △13,045 △12,004 那　覇 14,528 9,269 5,260 5,288 那　覇 18,676 26,461 △7,786 △6,717

新　潟 303 2,265 △1,961 △1,615 新　潟 1,751 1,760 △9 △14 新　潟 2,054 4,024 △1,970 △1,629

松　山 667 1,794 △1,126 △787 松　山 1,921 1,358 563 565 松　山 2,588 3,152 △564 △222

高　知 351 2,125 △1,774 △1,403 高　知 1,685 1,405 281 471 高　知 2,036 3,529 △1,493 △932

北 九 州 540 1,899 △1,360 △864 北 九 州 1,089 937 153 176 北 九 州 1,629 2,836 △1,207 △688

長　崎 685 2,880 △2,196 △1,004 長　崎 5,165 4,753 413 423 長　崎 5,850 7,633 △1,783 △581

大　分 432 2,307 △1,875 △1,322 大　分 4,118 3,661 457 430 大　分 4,550 5,968 △1,418 △892

宮　崎 728 3,489 △2,761 △1,966 宮　崎 4,777 4,410 367 351 宮　崎 5,505 7,899 △2,394 △1,616

鹿 児 島 1,123 2,303 △1,180 △1,029 鹿 児 島 2,915 2,521 395 407 鹿 児 島 4,039 4,824 △785 △622

八　尾 131 937 △806 △679 八　尾 0 0 0 0 八　尾 131 937 △806 △679

丘　珠 45 566 △521 △494 丘　珠 299 285 15 16 丘　珠 344 851 △507 △478

小　松 445 815 △370 △196 小　松 2,050 1,827 223 285 小　松 2,495 2,642 △147 89

美　保 145 663 △519 △359 美　保 389 362 28 45 美　保 534 1,025 △491 △313

徳　島 364 650 △285 △238 徳　島 827 740 87 88 徳　島 1,191 1,390 △199 △150

三　沢 77 392 △315 △303 三　沢 241 237 4 11 三　沢 318 629 △311 △292

百　里 141 350 △208 △204 百　里 370 388 △18 141 百　里 511 738 △227 △63

岩　国 112 413 △302 △299 岩　国 310 289 22 24 岩　国 422 702 △280 △275

合　計 90,352 115,131 △24,779 △16,157 合　計 304,240 261,001 43,239 40,965 合　計 394,592 376,132 18,460 24,808

＋ ＝

航空系事業 非航空系事業 航空系事業＋非航空系事業



航空系事業の収支（EBITDA）について

※注1：「EBITDA：Earnings Before Interest,Taxes,Depreciation and Amortization（利払前税引前償却前営業利益）≒経常損益＋支払利息＋減価償却費」。
各空港が1年間の営業を通じて得られるキャッシュフロー（実質的な利益水準）を表す指標であり、投資家等が企業分析をする際によく使用されるもののひとつ。
平成23年度に開催された「空港運営のあり方に関する検討会」において経営状態を適切に把握するための資料として提案された指標。

※注2：航空系事業の収支は、空港整備に係る経費を費用に計上するとともに、純粋一般財源も含めた一般会計受入を収益に計上した損益を基礎として算出し、作成したもの。
※注3：八尾空港は前年度に引き続き乗降客数がゼロのため、記載していない。

単位：百万円
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減価償却費 支払利息 地方公共団体
工事負担金収入 一般会計受入

東京国際 8,608 39,614 1,719 0 4,501 45,440
那　覇 △12,004 5,555 0 202 839 △7,491
新　潟 △1,615 856 0 192 69 △1,020
松　山 △787 437 0 230 110 △689
高　知 △1,403 192 0 123 248 △1,582

北 九 州 △864 371 0 396 100 △989
長　崎 △1,004 643 0 812 380 △1,552
大　分 △1,322 1,187 0 371 182 △687
宮　崎 △1,966 1,216 0 499 296 △1,545

鹿 児 島 △1,029 770 0 107 44 △410
丘　珠 △494 61 0 6 21 △461
小　松 △196 240 0 113 62 △130
美　保 △359 168 0 101 59 △351
徳　島 △238 106 0 33 15 △179
三　沢 △303 17 0 0 12 △298
百　里 △204 74 0 2 2 △135
岩　国 △299 53 0 0 3 △248

27,672

EBITDA
加算 減算

計

空港名 経常損益



「航空系事業＋非航空系事業」の収支（EBITDA）について

※注1：「EBITDA：Earnings Before Interest,Taxes,Depreciation and Amortization（利払前税引前償却前営業利益）≒経常損益＋支払利息＋減価償却費」。
各空港が1年間の営業を通じて得られるキャッシュフロー（実質的な利益水準）を表す指標であり、投資家等が企業分析をする際によく使用されるもののひとつ。
平成23年度に開催された「空港運営のあり方に関する検討会」において経営状態を適切に把握するための資料として提案された指標。

※注2：航空系事業の収支は、空港整備に係る経費を費用に計上するとともに、純粋一般財源も含めた一般会計受入を収益に計上した損益に基づき算出し作成したもの。
また、非航空系事業の収支は、空港関連事業（旅客、貨物ターミナルビル事業者及び駐車場事業者）の損益を単純合算したものを基礎として算出し作成したもの。

※注3：八尾空港は前年度に引き続き乗降客数がゼロのため、記載していない。

単位：百万円
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空港名 航空系事業EBITDA 空港名 非航空系事業EBITDA 空港名 航空系事業＋非航空系事業
EBITDA

東京国際 45,440 東京国際 67,215 東京国際 112,656
那　覇 △7,491 那　覇 8,441 那　覇 950
新　潟 △1,020 新　潟 307 新　潟 △713
松　山 △689 松　山 1,052 松　山 362
高　知 △1,582 高　知 585 高　知 △998

北 九 州 △989 北 九 州 430 北 九 州 △559
長　崎 △1,552 長　崎 688 長　崎 △864
大　分 △687 大　分 690 大　分 2
宮　崎 △1,545 宮　崎 796 宮　崎 △749

鹿 児 島 △410 鹿 児 島 892 鹿 児 島 482
丘　珠 △461 丘　珠 53 丘　珠 △407
小　松 △130 小　松 439 小　松 308
美　保 △351 美　保 127 美　保 △224
徳　島 △179 徳　島 226 徳　島 47
三　沢 △298 三　沢 32 三　沢 △267
百　里 △135 百　里 295 百　里 160
岩　国 △248 岩　国 88 岩　国 △161

計 27,672 計 82,354 計 110,025

＋ ＝
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[乗降客数]

500万人100万人

赤
字

黒
字

△８０億
～～

△２０億

～～

航空系事業の収支（EBITDA）と乗降客数について

[

令
和
５
年
度
：
航
空
系
事
業
の
収
支
（

Ｅ
Ｂ
Ｉ
Ｔ
Ｄ
Ａ

）]

2,000万人

● 鹿児島

● 高知

● 新潟

●那覇

● 東京国際

●徳島

※注1：「EBITDA：Earnings Before Interest,Taxes,Depreciation and Amortization（利払前税引前償却前営業利益）≒経常損益＋支払利息＋減価償却費」。
各空港が1年間の営業を通じて得られるキャッシュフロー（実質的な利益水準）を表す指標であり、投資家等が企業分析をする際によく使用されるもののひとつ。
平成23年度に開催された「空港運営のあり方に関する検討会」において経営状態を適切に把握するための資料として提案された指標。

※注2：航空系事業の収支は、空港整備に係る経費を費用に計上するとともに、純粋一般財源も含めた一般会計受入を収益に計上した損益を基礎として算出し、作成したもの。
※注3：八尾空港は前年度に引き続き乗降客数がゼロのため、記載していない。

岩国
●

４００億

～～

8,000万人

～～

△１０億

●
三沢

●

丘
珠

●

宮崎

●

長崎

●
北九州

小松
●
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[乗降客数]

500万人100万人

赤
字

黒
字

△1０億

～～

「航空系事業＋非航空系事業」の収支（EBITDA）と乗降客数について

2,000万人

※注1：「EBITDA：Earnings Before Interest,Taxes,Depreciation and Amortization（利払前税引前償却前営業利益）≒経常損益＋支払利息＋減価償却費」。
各空港が1年間の営業を通じて得られるキャッシュフロー（実質的な利益水準）を表す指標であり、投資家等が企業分析をする際によく使用されるもののひとつ。
平成23年度に開催された「空港運営のあり方に関する検討会」において経営状態を適切に把握するための資料として提案された指標。

※注2：航空系事業の収支は、空港整備に係る経費を費用に計上するとともに、純粋一般財源も含めた一般会計受入を収益に計上した損益に基づき算出し作成したもの。
また、非航空系事業の収支は、空港関連事業（旅客、貨物ターミナルビル事業者及び駐車場事業者）の損益を単純合算したものを基礎として算出し作成したもの。

※注3：八尾空港は前年度に引き続き乗降客数がゼロのため、記載していない。

１１００億
～～

8,000万人

～～

△５億

[

令
和
５
年
度
：
「
航
空
系
事
業
＋
非
航
空
系
事
業
」
の
収
支
（

Ｅ
Ｂ
Ｉ
Ｔ
Ｄ
Ａ

）]
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５億

１０億

● 東京国際

●那覇

● 鹿児島

●

宮崎

●

長崎

● 松山

● 大分

● 高知

小松●

●

北九州

● 新潟

●徳島

●百里

● 美保

岩国
●

●
三沢

●

丘
珠

[乗降客数]



空港別収支の試算結果について

航空系事業の収支≪別 表≫

「航空系事業」の収支の試算結果
・・・ 別表 １ページ

「航空系事業＋非航空系事業」の収支≪別 表≫

「航空系事業＋非航空系事業」の収支の試算結果
・・・ 別表 ２ページ
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空港別収支の算出方法等について

空港別収支の試算結果について

参考

≪ 令和5年度 ≫



空港別収支の試算結果 公表にあたって

我が国においては、配置的側面からの空港整備は概成し、空港政策の重要課題が「整備」から「運営」に
シフトする中、利用者の便益の増進や空港運営の効率化を図るため、空港運営に関する情報の開示・提供
等透明性の確保が重要になっている。このため、空港法に基づく「空港の設置及び管理に関する基本方針」
（平成20年12月）等も踏まえ、空港別収支を継続的に公表をすることとしている。

（１）対象の空港について
対象の空港は、現在国管理として供用している18空港とする（コンセッション空港は除く。）。
※18空港・・・東京国際、那覇、新潟、松山、高知、北九州、⾧崎、大分、宮崎、鹿児島、

八尾、丘珠、小松、美保、徳島、三沢、百里、岩国。
千歳飛行場（共用空港）は当該年度中の民航利用がなかったため対象としていない。

（２）航空系事業の収支の作成方法について
各年度決算に基づく現金出納による収支（キャッシュフローベース）に加えて、企業会計の考え方を取り入れた収支
（損益）を作成している。（いずれも、一定の前提に基づいて費用を按分する等の方法より算出していることから、
「試算」という位置づけ。）

各年度決算（歳出歳入決定計算書※）に基づき、
現金の出納で空港別に収支を把握。

キャッシュフロー
ベース（ＣＦベース）の

空港別収支（注）

各年度決算（歳出歳入決定計算書）、国有財産等のリ
スト（国有財産台帳、物品台帳）をもとに、企業会計の
考え方を取り入れた計算を行い、空港別に収支（損益）
を把握。

企業会計の
考え方を取り入れた

空港別収支（損益）

※ 特別会計に関する法律 第９条及び第１０条において、自動車安全特別会計空港整備勘定の歳出歳入決算を作成し、財務省への送付及び国会への提出が義務付けられているもの。

（注）決算に基づく現金出納ベースの意味で「キャッシュフローベース」と称しているものであり、企業会計のキャッシュ・フロー計算書とは異なる。

１



２

②空港別への区分

ⅰ) ①について、区分が適当でないも
のを除き、空港別に区分。

ⅱ) 管制・気象分を除き、空港別の貸
借対照表（BS)と損益計算書（PL)
に相当するものを作成。

当該年度の決算（歳出歳入決定計算書）、国有財産等のリスト
（国有財産台帳、物品台帳）をもとに企業会計の考え方を取り入れ
た収支計算を実施。

＜主な計算手法＞
○空港整備経費・・・空港整備事業費として支
出した額等から、国有財産台帳上増加した
資産の額を差し引いた額を費用として計上。

○減価償却費・・・国有財産台帳に記載された
資産の価格を基礎に減価償却費を算出。

歳出歳入
決定計算書

国有財産
台帳

国が管理する空港

18空港分

①既存台帳をもとに企業会計の考え方を取り入れた収支計算を実施

貸借対照表
（BS)

損益計算書
（PL)

物品台帳

《留意点》

・本試算は、公会計と企業会計の会計手
法の違いから、厳密な企業会計の基準に
基づくものではない。

「航空系事業の収支」企業会計の考え方を取り入れた算出方法



歳 入・収 益

純粋一般財源

航空機燃料税財源

空港使用料（着陸料等）

その他（空港ビル地代等）

歳 出・費 用

借入金（羽田）等

一
般
会
計
受
入

※空港整備
勘定全体の
歳入であり、
各空港への
配分等は仮
定計算となる

空
港
ご
と
に
算
出
で
き
る
収
入

空
港
ご
と
に
算
出
で
き
る
支
出

空港整備

維持運営

３

航空系事業の収支の試算について（イメージ図）

○ 歳入や収益に一般会計財源を計上し、歳出や費用に空港整備事業費、空港整備経費、減価償却
費及び環境対策費を計上する方法。
一般会計財源を各空港の整備に充てられる財源とする考えを前提としている。

※平成24年度以前に公表していた【試算パターン③（一般会計財源 （純粋一般会計財源及び航空機燃料税財源）配分型 ）】による試算



「空港整備事業費（CFベース）」と「空港整備経費（PLベース）」で生じる額の差異について

航空系事業の収支のうち同一空港において、ＣＦベースの空港整備事業費では減額（前年度比）の一方、
ＰＬベースの空港整備経費では増額（前年度比）の場合がある。

ＣＦベースの空港整備事業費は、各年度の現金出納として、空港整備事業にて支出した金額を示している。
一方、ＰＬベースの空港整備経費は、空港整備事業にて生じた経費、すなわち、空港整備事業費として支

出した額等から、国有財産台帳上増加した資産の額を差し引いた額である。具体的な例として設計費や仮設
費等が該当する。

例えば、複数年度の空港整備事業に係る企業会計の考え方を取り入れた収支（損益）の取扱いとして、事
業途中年度では、設計費や仮設費等の経費相当分も含めて貸借対照表の建設仮勘定として一括計上し、事
業終了年度において資産計上する際に、前年度まで建設仮勘定に含まれていた経費相当分も併せて、事業終
了年度のＰＬベースの経費として計上している。

つまり、事業終了年度では、前年度まで建設仮勘定に含まれていた経費相当分がＰＬベース空港整備経費
に加わることにより、事業終了年度の空港整備経費の金額が大きくなる。（ただし、この方法は、会計上での事
業の執行状況等について明確となる。）

さらに、前年度比で設計費や仮設費等の金額が大きい場合（年度内に複数の工事を実施した場合等）も、
空港整備経費の金額が大きくなる。

４



「空港整備事業費（CFベース）」と「空港整備経費（PLベース）」で生じる額の差異について
（単年度と複数年度・イメージ図） ＜参考＞

【単年度の事業の場合】

空港整備事業費
（当該年度の支出）

空港整備事業経費

固定資産

【複数年度の事業の場合】
①事業途中年度

空港整備事業費
（当該年度の支出）

建設仮勘定

②事業終了年度

建設仮勘定
（前年度までの計上分）

※前年度までの経費（設計費
及び仮設費等）相当を含む

空港整備事業費
（当該年度の支出）

固定資産

空港整備事業経費

前年度までの建設仮勘定
に含んでいた経費（設計
費及び仮設費等）相当分

５

損益計算書及び貸借対照表ＣＦベース等



１．一定の仮定に基づく試算であること

○ 今回の試算は、いずれも自動車安全特別会計 空港整備勘定にて全体で一括して管理し経理している経費等を、一
定の考え方（仮定）により各空港に割り振る等の計算を行っているため、前提の置き方によって変わりうるものとなって
いることに留意が必要と考えられる。

２．厳密な企業会計に基づく試算ではないこと

○ 企業会計の考え方を取り入れた収支（損益）については、空港整備勘定では企業会計で経理していないものを企業
会計の考え方に合わすべく簡便的に試算したものであるため、厳密な企業会計に基づく計算とは計算結果が異なること
に留意が必要と考えられる。

３．各空港の収支状況を単純に横並びで比較することは適当でないこと

○ 各空港の収支は、各空港の地理的・歴史的な要因等から来る差異による影響を受けている。

○ 例えば、空港の維持運営に要する費用は、当該空港において冬季に除雪が必要かどうかなどによって変わってくる。また、
効率化の観点から職員を集約して他空港の業務も併せて行っている空港もあり、そうした空港かどうかによっても変わる
ほか、減価償却費は過去その空港に対する投資がどの程度行われてきたかによって決まってくる。さらに、政策的見地か
らの着陸料の軽減措置の内容によっても影響を受ける。

○ したがって、こうした各空港の置かれている状況の差異を明確にしないかぎり、各空港の収支状況を単純に横並びで比
較することは適当ではないと考えられる。

試算結果についての留意点

６


